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県立病院あり方検討特別委員会会議録 

日時  平成２０年９月９日（火）  開会時間  午前９時３５分 
閉会時間  午後２時１１分 

場所  第３委員会室 

委員出席者  委員長  皆川 巖 
副委員長  丹澤 和平 
委員  土屋 直  渡辺 亘人  清水 武則   大沢 軍治 
 棚本 邦由  渡辺 英機  河西 敏郎  竹越 久高 
 岡 伸  金丸 直道  中込 博文  安本 美紀 
 小越 智子 
 

委員欠席者    な し 

説明のため出席した者 
総務部長 古賀 浩史 総務部次長 芦沢 幸彦  
福祉保健部長 小沼  省二 福祉保健部次長 藤原  一治 福祉保健部技監 広瀬  康男 
福祉保健総務課長 杉田  雄二 医務課長 山下  誠 県立病院経営企画室長 篠原  道雄 

議題  継続審査案件 県立病院のあり方検討の件 

会議の概要  午前９時３５分から午前１１時４４分まで、県立病院の経営形態見直しについて

質疑を行い、休憩をはさみ、午後１時１０分から午後２時１１分まで質疑を行っ

た。 

 
主な質疑等   
 
質疑 
 
安本委員   去る８月２６、２７日と教育厚生委員会で、既に一般独法に移行している宮城

県立こども病院と山形県酒田市病院機構について現地調査を行いました。また、

９月５日にはこの特別委員会で、来年４月から一般独法に移行する予定の、静岡

県立総合病院の現地調査を行ったところです。その中で私は、一般独法へ移行す

るに当たり、職員の身分・処遇についてどこでもさまざまな配慮がなされている

ということを感じて帰ってまいりました。そこで県立病院の一般独法化をした場

合、それに伴う職員の身分や処遇等について、お伺いをしたいと思います。 
  知事も６月の議会で答弁されておりましたけれども、平成２０年３月の県立病

院経営形態検討委員会の最終報告書には、新たな経営形態の移行に当たっての留

意すべき事項として、「職員への説明と処遇に係る配慮について」という項目が

ありまして、法人への移行に当たっては、病院職員が処遇や業務の内容に不安を

感じることがないよう、制度についての十分な説明を行うなど、職員のモチベー

ションの維持・向上に努める必要があると記載をされております。 
  経営形態の検討以後、さまざまな論議が出てきたのは６月議会からという気も

しますが、病院経営形態に関する職員アンケートが平成１９年１２月に取りまと
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められておりますけれども、回答率が６４ .１％だったというのは、物すごく低
い数字で、職員の方への説明等も不十分ではなかったのかなと感じました。病院

の個々の職員に対して、もっと説明がなされるべきと思います。静岡県は独法化

の論議が出てきたときから、毎月、病院職員に検討状況などを広報紙で徹底した

り、３つ病院がありますが、現在までに、７回から９回の説明会を行っていると

いうことでした。今、山梨県として中央病院・北病院に対して、どのような説明

をしているのかお伺いしたいと思います。 
 
篠原県立病院経営企画室長   現場の職員へ説明をしていかなければならないということで、７月

２４日を皮切りに、中央病院と北病院に時間外に職員が出向き、現在まで都合６

回の説明を行っております。 
   
安本委員   一般独法に移行した場合には、給与水準が引き下げられるのではないかとか、

退職金が不利になるのではないか、また、退職後、年金の額に差が出るのではな

いかとかいうような、さまざまな心配が病院職員にはあると思います。これも６

月議会で先行県の例では公務員当時との違いは、ほとんど生じてないという答弁

もあったところですけれども、こうした点について質問が出ているのかどうかわ

かりませんが、説明をされているのか、また、本県としてはどう考えているのか、

お伺いしたいと思います。 
 
篠原県立病院経営企画室長   都合６回の説明会の中では職員、医師や看護師、それから、各技術

者につきまして、例えば一般地方独立行政法人になった場合におきましても、み

なし公務員として、現状の県職員として与えられているいろいろな制度につきま

しては、そのまま継承されていくと説明をして理解をいただいております。 
   
安本委員   次に、一般独法移行後の職員の身分についてですけれども、宮城県立こども病

院は最初から公立民営ということで、スタートしていますので、公務員からの移

行ということはなかったのですが、山形県は職員の移行について、これは酒田市

立酒田病院の市の職員からの移行と、県立の日本海総合病院の県職員からの移行

がありまして、それぞれ違う形で組合との話がなされて、県職員の場合は管理職

である職員、医師及び歯科医師である職員以外は、３年間県職員の身分のままで

派遣して、３年たった時点でもう一度職員の意向に基づいて法人職員へ移行させ

ると基本計画に記載されています。また、静岡県でも一部派遣で行うと伺ってき

ましたけれども、本県でも職員の派遣、一般独法後も県職員の身分を持ったまま

での派遣という形態は、可能なのかどうかお伺いをしたいと思います。 
 
芦沢総務部次長   一般独法化した場合につきましても、「公益法人等への一般職の地方公務員の

派遣等に関する法律」という法律がございまして、これに基づき条例等が定めら

れておりますので、条例中に派遣先を加えることにより派遣は可能でございます。 
 
安本委員   その派遣については、期間等は定められているものでしょうか。 
 
芦沢総務部次長   基本的に３年、延長する場合は５年までとなっています。ただし、独立行政法

人の関係には特例がございまして、例えば県立中央病院がそのまま一般独立行政

法人に移行する場合については、最長で１０年まで可能という特例がございます。 
 
安本委員   私はこうした説明や質疑が病院の職員に対して、しっかりなされた後でアン

ケートを実施してこそ、生きたデータになるのではないかと思いますけれども、
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ある程度の説明が終わったところで、病院職員の移行のアンケート調査を実施さ

れる予定が、あるのかどうかお伺いをしたいと思います。 
 
篠原県立病院経営企画室長   職員へのアンケート調査につきましては、現在のところ実施する予定

はございませんが、基本的に一般地方独立行政法人、あるいは違う形態への移行

となれば、その時点でそれぞれの場合の処遇に合わせて、何らかの形で職員には

聞きたいと思っております。 
 
安本委員   知事も病院職員や職員組合の理解を得ることが、重要だと答弁されております

ので、丁寧な説明をして理解を得る中で、方向性を決めていくようにお願いをし

たいと思います。 
  次に、「全国の経営形態の見直しを行った都道府県立病院の状況」という一覧

表をいただいておりまして、これを見ますと全適に移行している病院がたくさん

あるわけですけれども、全適に移行してもまだ問題があるのか、それとも全適移

行で問題が解決されてよかったのかといった状況を、一覧表にある病院のうち幾

つか掌握をされているのでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   移行した結果につきましては、まだ調査してございません。 
 
安本委員   今度、茨城県の中央病院に全適の状況を調査に行くことになりましたけれども、

概要など聞かれていますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   関東近県の全適で運営されている病院ということだけは聞いてお

りますが、特に内容については聞いておりません。 
 
安本委員   全適に移行した病院がどうなっているかというのは、重要なことではないかと

思いますので、そういったことも調べる上で、方向性を出していかなければいけ

ないのではないかと思います。神奈川県は平成１７年に全適に移行しましたが、

今後平成２２年度に一般独法に移行することを決めています。この理由について

は調査をされていますでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   神奈川県につきましては、平成１７年４月から全部適用に移行いた

しまして、おっしゃるように平成２２年４月から、一般地方独立行政法人化する

ということで、伺っております。 
 
安本委員   神奈川県の中で全適の病院がここに７つあるんですね。一般独法の方に移行す

る病院は６カ所で、よく見ると汐見台病院だけは一般独法に移行しないようです

が、この辺のこともお聞きになっているでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   その病院につきましては、指定管理者制度をとっており、一般独法

化は行わないと聞いています。 
 
大沢委員   県病院は民間になっては困る、あくまでも県病院であってほしいというのが、

皆さんの意見で、これはどこへ行っても同じです。私ばかりでなくほかの委員の

皆さん方もそうだと思いますが、いろいろな会合やミーティングのたびに聞くこ

となんです。病院はだれのためにあるのか。病人のため、患者のためにあると考

えると、今までの論議の中では患者の立場からの意見が出ていないんです。また

県の答弁の中にも出ていない。 
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  新聞によると７割が県職員の身分のままでいたいということなんですが、アン

ケート結果との違いはどういうことでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   アンケート調査につきましては、中央病院で昨年の１２月に行われ

たもので、経営形態の方向性が決定した段階で、意見を聞いていくつもりです。 
 
大沢委員   ７割以上の方が、なぜ県職員でありたいのかに対しての聞き取りはしているん

でしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   聞き取りはしてございませんが、６月議会が終わった後、中央病

院・北病院に出向きまして説明する中で、いろいろな方から質問がありました。

その中で特に看護師の皆さんからは、公務員の方がいい、今の現状のままがいい、

私たちは公務員として就職をしたので、突然公務員でなくなってしまうのは、理

不尽だという話は伺っております。 
 
大沢委員   では、これから極端な例を申し上げます。私の住んでいるところは甲斐市なの

で病院がありませんので、中央病院に行く患者は非常に多いんですよね。その中

のある患者に聞くと、医師に診てもらっている最中に、そばで看護師が「先生、

時間です、次の患者が待っています」と言って打ち切られる。しかし、その医師

は一生懸命患者のために、相談をしていたら、また「次の方が待っているから終

わりにしてください」と言うのだそうです。 
  これでは医療というものの根本的な考え方が違うと思うんですよね。時間にな

ればその看護師は、公務員だから時間になったから私は帰りますと言うのでしょ

う。そういう看護師がいるということに対してはいかがでしょう。そのような話

は聞いていますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   先生がおっしゃるわけですから、そういう実例があったんではなか

ろうかと思います。ですが、ほとんどの職員は誠心誠意、県民の医療の最後のと

りでとして、頑張っておりますので御理解いただきたいと思います。 
 
大沢委員   中央病院の現地調査でも、誠心誠意、一生懸命やっていますという看護部長の

話がありました。先日の中央病院の現地調査で、私はあれほど人がいると思わな

かったんですね。あれほど大勢いたのでは正直な答えはできないですよね。ああ

いう場所で本当は現場の看護師の方などからいろいろな話を聞きたかったんで

すけれども、私たちは誠心誠意やっていると言うけれども、現実は違っていると

いうことです。 
  その患者に、「来てみんなの前で話をしてくれないか」と言ったのですが、「そ

んなことをしたら、次に行ったときにきちんと診てもらえないからそんなことは

できない」という答えが返ってきたんです。また、同じ診療科でもＫという医師

は患者が非常に多いが、Ｈという医師は非常に患者が少ない。それは、Ｈという

医師にはきちんと診てもらえないから、患者が、だんだんＫ医師の方に行ってし

まった。Ｋ医師はとても患者が多いから診療しきれない。Ｈ医師は暇で仕方ない

という現象があるということですけれども、県ではそれを確認していますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   特に聞いておりませんが、独自の治療方法で長時間かかる医師もい

れば、短時間で済ます先生もいるという中で、先生がお聞きになったような事例

が、出たのではないかと考えております。 
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大沢委員   患者とすれば自分の病気は治したい、どうしたらいいかというのは、切実な問

題なんですよね。ですから、先生が一生懸命診察して聞いてくれているそばで、

「はい、時間です」と言われてしまうと、それ以上は聞けない。皆川委員長のお

兄さんが歯医者をされていて、私もかつて診てもらいましたが、そのときには非

常に長い時間をかけて相談に乗ってもらいました。もう３０年も４０年も前です

が、今も異常ないのです。一生懸命相談に乗ってくれて、治療をしていた。だか

ら、患者はやはり医者が頼りなんです。 
  医者が、患者のために診察しようと思っているときに、患者のことを考えずに

自分のことを考えている看護師がいるのでは、中央病院はこのままでいくと患者

が減ってしまうのではないかと思うんですよね。そういう風潮が今あります。中

央病院では夜などは救急車でないと診てもらえないということなんですが、それ

は事実でしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   基本的には救急車ですが、輪番制になっておりますので、二次救急

の輪番の当番日は一般の病人も受け入れることとしております。 
 
大沢委員   ある患者が、夜中に非常に苦しみ出して、家族が車に乗せて共立病院へ行った

ら、共立病院では一生懸命診てくれて、患者も親戚たちも喜んだ。普通の車で行っ

ても、夜中であろうと診察してくれた。「県病院では診てくれないから」という

この風潮がずっと広がっていくと思うんですよ。 
  今のままで行くと、県病院の診察が後退していくような感じで、その風潮が広

がっていくと思います。これから独法にしよう、全適にしよう、現状のままだな

んて言う前に、患者に対する態度というものを私は改めて聞きたいんです。ただ

口先だけで「一生懸命にやっています」でなくて、こうした現状を、本庁も知ら

ないといけないと思うんですが、その辺についてどうですか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   中央病院につきましては、２４時間３６５日開いていれば当然いい

わけですが、職員数を考えますと、二次救急と一次救急を区分していかなければ

なりません。二次救急につきましては、４日に一度は２４時間開院して、残りの

３日につきましては、違う病院が受け持つという体制を組んでおります。県立病

院は基幹病院として、県民生活に欠くことのできない政策医療を確実に実施して

いくことが最大の使命であると思っています。今後とも県民の医療ニーズにこた

えて、質量ともに充実した医療をしていくつもりですので、よろしくお願いしま

す。 
 
大沢委員   極端に言えば、余りにも職員がぬるま湯につかっているのではないかという気

もするんですが、病院は患者の立場に立って診察をするという原点を忘れてはな

らないと思うんです。ある方がこういうことを言いました。非常に難しい病気な

ので、山梨の病院では診てもらえないだろうからと東京の病院へ行ったそうです。

そうしたら、その病院の医師が、「山梨県の中央病院は、百何十億円の負債を抱

えているから機械が買ってもらえない。今ある機械というのはもう古くて、全国

でも４０番か４１番目ぐらいに悪い機械ですよ。」と開口一番に言ったというの

ですが、機器はどのようになっているのでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   それがどういう機器かはわかりませんが、中央病院としましては、

高度先進的な医療に伴う高額な医療機器、それから、通常の医療機器につきまし

ても、病院内に機器の導入委員会を設置しまして、必要性などを勘案しながら、

毎年度、一定のものにつきましては更新しておりますので、古い機器を使い回し
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しているという理解はしておりません。当然、県内で一番の医療を目指している

病院としては、これからも、最新の医療機器を導入していきたいと考えています。 
 
大沢委員   山梨は今までいろいろなことが３０番くらいで、後ろの方だったから、余り慌

てなくてもいいのではという意見があって、私もそう思っていたんですが、先へ

行けば行くほど赤字がふえるということになるのでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   現状で行けば１３６億円の赤字はふえていくと認識しております。 
 
大沢委員   この間、静岡の県立病院に行ってきましたが、そこで、経営の赤字だけを考え

るなら、民間にした方がいいのではないか、しかし、政策医療を考えるとそうは

いかないから、一般独法化に踏み切ったという話を聞いたときに、なるほど、そ

れはそうだと思いました。赤字問題だけに一生懸命取り組むのであれば、そのま

ま民間にした方がいいような気もするんですけれども、県立病院として、県民の

医療を守るために、経営形態の変更を考えているということですね。特に私の地

元は病院がないから、中央病院に行く患者も多いので、ぜひ職員に患者のために

医療を行うということを徹底していただきたい。 
  また別の話ですが、大月の病院の中で閉鎖された診療科があって、老夫婦の患

者が中央病院に来た。着いたときに１２時を過ぎてしまっていたら、もう時間で

すからだめですよと、受け付けしてもらえなかった。確かに受付時間はそうで

しょうが、その老夫婦は帰ってまた来ないとならない。受付時間が決まっている

からやむを得ないかもしれないけれど、やはり少し融通性があってもいいじゃな

いかという気もします。先ほどから何回も言うように、患者のための病院であっ

てほしい、診察であってほしいということを強く願いながら終わります。 
 
河西委員   いろいろ視察をさせていただいたり、質疑をする中で、新しい方向に進むとい

うのは、私は決して早いとは思わないわけですけれども、経営形態の見直しは、

やはり、県民、それから、職員に理解をしてもらうことが、大変大事ではないか

と思います。 
  県民は、民間になってしまうのではないか、そうなったら県の交付金がもらえ

ないのではないか、また、それによって不採算医療が、切り捨てられるのではな

いかという心配が大変あると思います。県民は職員が公務員であるのか、公務員

でないのかということには、余り関心がないと思いますが、この間行った静岡県

や、山形県、宮城県もそうですが、タウンミーティングや、広報やら、県民に対

してさまざまな情報提供を行っています。もし独法化を決めた場合、県民に理解

してもらうために、県として特別なことを考えているのかどうか、お聞きしたい

と思います。 
 
篠原県立病院経営企画室長   ６月の議会の中でも知事から、各種いろいろな面で県民にはお伝え

をして、御理解をいただきたいとお答えをしました。まず１回目といたしまして

県の広報誌の「ふれあい」８月１日号で、各新聞の中で半面使いまして、経営形

態の変更についての考え方を提示させていただきました。 
  それから、今後につきましては、例えば静岡県の例などを踏まえまして、いろ

いろな広報誌や、各地域における意見交換のような形の中で、説明会などを催し

ていけたらと考えております。いずれにいたしましても、今、現状ではどちらの

方向を目指すかが鮮明ではございませんので、方向性が決まった段階でも必要だ

と思っております。１回限りではなくて、重ねて県民の皆様には御説明をさせて

いただきたいと思います。 
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河西委員   先ほどの安本委員と重複するかもしれませんけれども、県民と同じようにやは

り職員の理解が大変大事ではないかと思っております。この間行った静岡県では

２４回ほど職員組合と話をされ、また、３つの病院が、それぞれ１８回ほど説明

会をしたようです。完全に合意したということではありませんが、ある程度理解

を得られたということです。仮定の話ですが、独法化の方向に向かっていくとき

に、職員に対する取り組みや意見聴取をどのように考えているかお聞きしたいと

思います。 
 
篠原県立病院経営企画室長   ７月２４日を皮切りに都合中央病院では４回、それから、北病院で

は２回の職員への説明会をしてまいりました。当然、それで済むものではないと

思っておりますし、今後とも続けていく予定です。経営形態検討委員会におきま

しても、職員の処遇について触れられておりますし、国会での地方独立行政法人

法案に対する附帯決議につきましても、衆参とも触れておりますので、完全に合

意形成がなるのかは微妙ですが、誠心誠意説明していきたと思っております。中

央病院で勉強会をやりますと、一度には四、五十名くらいしか説明できませんの

で、当然、何回も繰り返していかなければと思っています。 
   
河西委員   方向を変えますが、大変、医師・看護師不足ということですが、例えば医師・

看護師確保ということで、公務員と非公務員の場合で違いがあると思いますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   多少はそういう部分があるのではないかと理解しております。 
 
河西委員   例えば一般独法になった場合、今ある県の繰入金が、運営交付金という形にな

ろうかと思いますけれども、それはしっかり確保されると理解していいでしょう

か。 
 
篠原県立病院経営企画室長   運営費交付金につきましては、地方独立行政法人法の中でも明確に

うたわれておりまして、現状の地方公営企業法の経費負担の原則と全く同じよう

に考えております。ただし、今後どのように補助金を出すのかは、再度、財政当

局との間で積み上げていかなければと思っております。 
 
竹越委員   今後のあり方についてという視点で幾つかお聞きします。 
  県の設置した県立病院経営形態検討委員会の報告では、一般地方独立行政法人

が好ましいということで、その後の６月議会の知事の答弁、あるいは委員会での

質疑では、一般地方独立行政法人が、優越性が一番あると、議論をされてきてい

ます。そこで県立病院が果たすべき役割を果たすのに、本当に一般地方独立行政

法人が優越しているかどうかは、きちんと検証しなければいけない。公務員であ

るかどうかもみんな含めて、検証しなければいけないと根本的に思っております。 
  検討委員会の報告などから見ると、一般地方独立行政法人と公営企業法の全部

適用のどちらかの選択かなと思います。私も決して現状の経営形態、あり方です

べていいと思っているわけではなくて、改善はしないとならないと思います。そ

れにしても、本当に独法が優越しているかについては検証しないといけない。そ

れはこの制度ができて間もないこともあるのかもしれませんけれども、一般独法

に移行して成果を上げたという実績の報告は余り聞いていない。移行するところ

はまだ少ない、今後移行するために検討しているところはあるということは承知

はしております。全部適用が多いということも念頭に置く必要があると思います。 
  一般独法は経営の面で自由度が高い、自律性が高いと強調されてきました。一
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方で政策医療、質の高い医療を確保する県立病院という役割を果たす、そのこと

についてはきちんと担保すると知事も答弁されたのですけれども、すべてがそう

ではない。県の関与とか議会の関与を薄めていくということが自由度を高めてい

るわけで、その一方で県の意思をきちんと反映させる、コントロールさせるとい

うのは、本当にやってみないとよくわからないと思っていて、自由にして県の意

思をきちんと、全部反映させるという言い方はまやかしとしか思えないのであり

ます。 
  具体的な話ですが、病院で高度医療機器を購入する場合、今、どの程度の金額

のものが、起債の対象になるのか教えてください。 
 
篠原県立病院経営企画室長   １０万円以上の機器が起債の対象になっております。 
 
竹越委員   １０万円の機器から全部起債をするのかどうかわかりませんが、これまでの経

営のやり方として、起債の対象になるものはできるだけ起債をして、後で交付税

措置があると聞いておりましたが、それは間違いないのか聞きたい。 
 
篠原県立病院経営企画室長   間違いございません。 
 
竹越委員   一般独法にした場合、起債対象になるものについてはできるだけ起債をすると

いう方針は貫くことになるのでしょうか。一般独法の場合、病院は借金ができま

せんから、県が借金をして機器を購入して法人に貸すことになっていると承知し

ています。一般独法にした場合に、機器の購入についてどのように考えているの

か、聞きたいのです。 
 
篠原県立病院経営企画室長   １億円ともなれば当然病院の方で用立てることができませんので、

県が借りて貸し与えるということになります。財政の効率性という点では、年に

４回しか議会が開かれませんので、時間的なずれはあるのかもしれません。でも、

基本的に最初の目標のとおり、医療計画を進めていく中で必要な機器ということ

であれば、理事長の裁量の中で、計画どおり動いていくと考えられます。 
 
竹越委員   年４回しかないというけど、逆に４回もあると言いたいです。現状は、公営企

業法を財務について適用していますね。それで、今、具体的に支障が出ているの

かどうかを聞きたい。 
 
篠原県立病院経営企画室長   基本的にはほとんどの備品については当初予算でお願いしており

ますので、当該年度に買う分については、支障を来たしていないと認識しており

ます。 
 
竹越委員   それ以外ではどうなっているのですか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   現状ですと毎年度、病院の中で機器の検討が行われて、毎年ある程

度の予算枠の中で、新たな機器を購入しています。独法化した場合は、３年から

５年という目標期間の中で、当初は４年目に購入計画していたものを３年目に買

うことも可能です。現状では補正予算の中で整理をしていかなければなりません

が、独立行政法人になったとすれば、理事長の判断で、前年度に前倒しをして購

入することは可能になってきます。 
 
竹越委員   消耗品を買うなら、議決を待たなくてもいいけれども、高額な医療機器を買う
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ときには、どこの病院だって、民間病院だって、思いつきで買うことはありませ

ん。高度医療機器を導入するときには、かなりの検討期間をかけています。私も

県内の大きな病院の経営者を知っていますが、かなり長期にわたって計画してい

ますから、思いつきで買うような話をしてもらっては困るのです。だから、少な

くとも年４回あれば十分で、その機会をきちんととらえてやれば、通常の病院経

営では全く支障がないですよ。現にほとんどの公立病院で、全適ないしは一部適

用で運営しているではないですか。中央病院だって赤字でないときもあったわけ

だから、現在の経営形態をまるっきり否定をするということは、今までやってき

たことを全部否定するということになってしまいますよ。縛りがあると言います

が、高度医療機器などを購入したいというのは最初は病院が言い出すのでしょう。 
 
篠原県立病院経営企画室長   そのとおりです。 
 
竹越委員   そのときに手かせ足かせがあると言われているけれども、福祉保健部なのか、

財政課なのか、どこが、具体的に手かせ足かせになってきたのか説明してほしい

のです。 
 
篠原県立病院経営企画室長   病院の中でＡという機器を買いたいという考えをまとめるのは、時

期的には９月くらいから次年度の当初予算を考えていくわけですが、まず福祉保

健部に予算要求がきます。それを福祉保健部の中で精査した段階で、財政当局に

予算要求をしていく。そして、県として、議会に予算要求をさせていただき、議

決をいただくというのがルールでございます。 
  基本的に毎年一定の枠内で平準化する中で、機器を購入していきたいというの

が、現在のところです。 
 
竹越委員   公営企業法の全適、あるいは一部適用において、機器を買うようなときは、予

算に計上しなければならないのは、確かに法律で決められていますよね。でも、

本庁が予算をつくるのではなくて、基本的には病院が予算をつくっているのだと

思っていますよ。病院事業会計を統括しているのは病院ですよ。財政課に予算計

上して、議案を提出する説明が面倒くさいのか、あるいは、注文をつけられたり、

いろいろ言われるのが邪魔なのか。具体的に今年度の病院の予算を編成したとき

に具体的に問題があったら、教えてもらいたい。 
 
篠原県立病院経営企画室長   難しいということは全くございません。基本的に病院の機器につい

ては、毎年、一定額で予算要求をしているという今のシステムが、障害と言えば

障害だと認識しております。 
 
竹越委員   それが障害ならそれを変えればいいじゃないですか、現状で、なぜ変えられな

いのか説明してください。 
 
篠原県立病院経営企画室長   基本的には変えようと思えば変えられると思いますが、一定額の中

で購入したい機器の整理をして、予算要求をしているというのが現状でございま

す。 
 
竹越委員   現状のやり方に障害があるから一般独法というのは論理的に間違っています

よ。現状の中だって変えられることがあるわけじゃないですか。それをやらない

で、やる意思もないということでしょう。やればできるのに、やらないというこ

とではないのですか。それはきちんと説明をしていただかないとわからないんで
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す。制度上の欠陥じゃなくて、やるかやらないかの問題だけですよ。 
  また戻りますけれども、一般独法になった場合、高度医療機器を買うときの予

算は計上するんでしょう。 
 
篠原県立病院経営企画室長   独法になりましたら予算は計上いたしません。 
 
竹越委員   起債をするときには計上するんでしょう。そのときに、いずれにしても、説明

は当然するんじゃないですか。こういう機器を欲しいから、県が借金をして買っ

てそれを貸してくれという説明はするわけです。それは予算に計上されるでしょ

う。 
 
篠原県立病院経営企画室長   県の予算として借入金と貸付金を計上します。 
 
竹越委員   そういうこともきちんと説明をいただきたかった。だから、財務事項は全部フ

リーということはないわけですね。それと、くどいけれども、それは現状の中で

だって、人事について権限を広げるとかはできない相談ではない。法人でなくて

も独自に採用することだって、できないわけではないと思います。 
  一般独法にすれば、優秀な医師を確保しやすくなるという説明もいただいたよ

うな記憶がありますが、なぜ医師が採用しやすくなるのか、再度お聞きしたい。 
 
篠原県立病院経営企画室長   今、県立病院につきましては、職員定数の管理がされていまして、

現実問題として医師の定数も決まっております。現状では今以上の採用ができま

せんが、独立行政法人ということになれば、いろいろな形態を組み合わせること

ができますし、専修医、研修医につきましても、定数枠の撤廃ができるというこ

とから、正規に採用できると理解しております。 
 
竹越委員   病院が県職員の定数の枠から外れれば採用しやすくなるというのは、全くその

とおりだと思います。だから、対象にしなければいいわけで、病院という特殊性

をかんがみて、定数管理から独立して考えればいいわけです。そのことについて

は、どうですか。 
 
芦沢総務部次長   委員御指摘のように、病院職員については定員管理から外すという考え方もご

ざいますが、御承知のように、国の方の法律による１ ,０００分の４６の職員削
減という枠がございまして、仮に病院の方をそこから外して、ある程度仮に増員

しますと、他の部門で、それに見合う削減を進める必要が生じます。現時点の削

減目標は各部門ごとに、最大限の目標値を設定しておりますので、他の部門でよ

り削減するということがかなり困難な状況でございます。 
 
竹越委員   この話は前にもしましたから、これ以上はしませんが、これは私の考え方と県

の見解が違いますからかみ合いませんが、今の御答弁などを聞いていると、皆さ

ん方からするとそこが経営形態見直しの最大のメリットかなと思わざるを得な

いですね。さっきどなたかおっしゃっていましたが、一般独法の優越性は一生懸

命説明されるけれども、絶対的な成果があがるというところまで行ってないと私

は思っています。そういう意味では、もう少し慎重にやってもいいだろうと思う

のです。現に全部適用になっている病院で、これから改めて独法化を検討する、

ところもあると話がありました。どこかの県では、一般独法化してだめならもと

へ戻せばいいじゃないかという、粗っぽい議論をされているところもあるようで

すけれども、それは非常識な話であってそんなことはあり得ない。だから、独立
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行政法人じゃなくて、公営企業法の全部適用にして、実績などをながめて、一般

独法が望ましいなら移行するということが、あってもいいのではないかと思って

いるんですよね。慎重にするために、そういうことがあってもいいと私は思って

いるのです。 
  なぜそれ程実績もないのに一度に独法化まで走らないとならないかというと

ころは、何回説明を聞いてもよくわからないのです。もう一回、お聞きしたい。 
 
小沼福祉保健部長   全適にして、一段階置いて独法ということもあり得るではないかというお話で

すが、基本的に検討委員会の中で独法化がよりすぐれているという報告をいただ

いておりますので、まずそれをベースに考えていきたいとしております。全適と

一般独法の制度をそれぞれ比較して、確かに一般独法のほうがすぐれていると理

解をしておりますが、進む方向として一般独法もあり得るし、また、「いや、そ

れはまだ早い」という御議論があれば、違う選択肢もあろうかとは考えています。

御意見を踏まえて、最終的には決断させていただくということでございます。 
 
竹越委員   意見は踏まえていただきたいと思いますが、先ほどの医師の定数管理の話は一

応わかりました。例えば先日静岡の病院では、どうしても不足するような診療科

の医師などは、少し給料を余計に出すことができるという話をされました。独法

化した場合に、そういうことを考えてもいいじゃないかということも、今の皆さ

ん方の頭の中にあるのかどうかを聞きたい。 
 
篠原県立病院経営企画室長   確かに法律上は給与面で、めり張りをつけられると考えられます。

独法に移行することになれば、その給与形態や、高額な給料で医師を雇うことは

検討しなければならないと思いますが、現時点では考えておりません。独法にす

るということが決定しておりませんので、まだそこまでは検討していないという

ことでございます。 
 
竹越委員   独法になれば給与面は法人で決めてくださいということになるんでしょうね。

給与条例の適用を受けないわけだから、議会も何も関係ない。ただ、山梨大学の

参考人の方の話では、医師と他の医療スタッフの給与については、現行をかなり

変える必要性があるという認識を持っているという発言があったんですよね。県

では職員に理解を求めるとは言っているけれども、例えばそういうことをしませ

んと話をしてもそれが信用できるかどうかというと、信用できるというものでは

ないですよね。だって、一方でたがを外すのだから、関知しないよと言っている

のですから。関知しないことをいろいろ言っても仕方がないんですよね。でも、

理解をしてもらうために、例えば給料は下げたりしませんという話はできるので

すか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   確かに先例は少ないわけですが、今まで移行した県におきましては、

今までの給与を踏襲していると伺っております。 
 
竹越委員   確かに移行のときにはその時点で、大きく変わるなんていうことは常識的に考

えられない。その後どうなるかということであって、参考人は、そういう必要性

について指摘されていると受けとめたんです。例えば移行するときに職員に説明

をするとしても、給料が変わる可能性があるがそれは法人で決めることだという

話は、しないといけないのかなと思うんです。職員はそういうところに大変不安

を持っているわけです。だから、約束できないことは約束するなということを、

逆に言っておきたいのです。私は別に一般独法を推進するつもりはありませんけ
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れども、推進する立場に立てばいいところだけ話をするのはわかる。ただ、よく

ないところの話もしないといけない。一般的には給料は変わらないというのはわ

かります。でも、そこにみんなが一番不安を感じているわけだから、当事者に対

しての説明は丁寧であってほしいと思う。きちんと明らかにしないと、アンケー

トをとってどちらがいいかと聞いたって無理だと思うんです。見解があったらお

聞きしたい。 
 
篠原県立病院経営企画室長   現場で、都合６回説明している中では、給与が病院の経営によって

下がるということは、デメリットとして既に説明をさせていただいております。

当然いい話ばかりでなくて、悪い話もあわせて説明する中で、給与が下がる可能

性もあるということは十分に説明してきております。 
   
竹越委員   法人のトップである理事長職についてです。知事が任命をされますよね。一般

独法の法人の理事長の任期というのはどうなっているんでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   ４年以内でございます。 
 
竹越委員   知事が任命をするわけですが、例えば医者であることというような、資質的な

ことは考えたことあるんでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   理事長につきましては、法律の中で知事が任命することになってお

りますが、医者や事業経営者といった、いろいろな選択肢があると思いますが、

過去の独立行政法人に移行した例では、すべて医者が理事長になっております。 
 
竹越委員   一般独法では、理事長と理事会がかなめになると思う。幾ら制度がよくてもそ

れをしっかりと使わないとだめで、独立行政法人にすれば全部うまくいくという

ものでもない。だから、例えば現状の公営企業法でも、制度の本来の趣旨を生か

して運営すれば、十分その目的は達成させられるけれども、生かされなければ何

やっても同じになってしまうわけです。現状の企業局のあり方を前提にして、だ

から全適はだめだということにはならないと思っているのです。そのことについ

ては、どんな認識を持っておられますか。 
  今の企業局の組織体制などから見て、管理者が本来の役割を、本当に１００％

果たしているかというと、必ずしもそうは見受けられない感じもする。だから、

地方公営企業法の制度はその趣旨をきちんと生かして運用すれば、かなりのこと

は可能だと思うんですよね。権限を付与していけば、できることも多くなるわけ

で、それが今までやってきた行政改革だと思っているんです。 
  だから、ある意味で行政改革そのものの中身も、問われていると思っているん

ですが、果たして企業局のあり方は、１００％公営企業法の本来の趣旨に沿って

運営されているのかという点にはやや疑問を持つのです。 
 
古賀総務部長   企業局でも、いろいろな事業を独立採算的な考え方で、それなりに効率よく

やっていただいているという点では、それなりに成果が出ているのかなと思いま

す。一般論として、やはり一部適用よりも全適、全適よりも特定独法、特定独法

よりも一般独法という形で、自由度がより高まっていくというのは、制度的に間

違いない話でして、採用にしても通常ですと公務員ですから、競争試験という原

則があるわけですけれども、一般独法ですと全く制限がない形になります。 
  少なくとも公営企業法の一部適用なり全適であれば、競争試験は人事委員会が

行うのですけれども、特定独法になると法人の理事長が競争試験を行います。一
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般独法になると競争試験もなくなります。また、給与面でも、一般独法でありま

すと、例えば採用に当たって給与面での条件提示なども、ほとんどフリーハンド

になると思います。実際にどこまで制度を活用して、より柔軟な条件にしていく

かというのは、いろいろな判断があろうかと思いますけれども、少なくとも選択

肢がふえるという点では、独法の方がよりふえることは恐らく事実であろうと思

います。 
  いずれにしましても、そういう柔軟な可能性をきちんと生かして、運営にきち

んと結びつけていくことがなされないと経営形態の変更の意味がないというの

は、おっしゃるとおりだと思いますし、それは独法であれば理事長の責任で、き

ちんとやってもらうということだと思います。 
 
竹越委員   今、部長のおっしゃったように、確かに一般独法、法人化をすれば自由度が高

まることは間違いありません。ただ、雲泥の差ということにはならないわけで

あって、前から言っているように、公営企業法の適用の中でも、かなり改革でき

ることがあるわけです。一方、自由度を高めて、なおかつ、質の高い医療、高度

な医療は、知事が何回も、県の思いどおりにしっかり確保すると言っていますが、

その兼ね合いをどうするのかというのが、最大の問題だと思っています。そうい

う視点で今後もう少し議論を深めていきたいと思います。答弁は要りません。 
 
渡辺（英）委員   先日、静岡の県立病院に現地調査で行ってまいりました。静岡県は医療先進県

と言われていて、山梨にしてみれば大変不名誉なことですけれども、医療につい

ては、山梨県と２０年ぐらい差があるのではないかというくらいで、期待感を持

ちながら行ってまいりました。そこで最初に感じたことは、執行部の皆さんを前

にして大変失礼ですけれども、医療に取り組む姿勢というのが我が県と少し違う

ということです。本当に使命感を持って、しっかりとした考え方の中で取り組ん

でいるところに、大きな感動を覚えたんです。それは私の個人的な感じ方でして、

失礼があったら許していただきたいと思いますが、公立病院の立場、使命という

ものをしっかりと理論構築していて、それらを中心に進めていました。 
  この県立病院のあり方検討委員会では中央病院が１３６億円の負債があると

いうことも含めて、経営改善ということも議論されましたけれども、そうではな

くて、本当に県民のための医療を行う公立病院の使命をさらに推進していくため

の、経営形態見直しでなければならないと考えています。県の考え方として、本

当に県民ニーズに合った医療を提供していくために想定される形態が、一般独立

行政法人であるのかという点をまずお伺いしたいと思います。 
 
小沼福祉保健部長   今回の経営形態の見直しは、１つは経営の健全化、もう１つは政策医療を維持

して、さらに県民のニーズに合ったよりよい高い医療を充実していくことが、経

営形態の見直しの目的です。一般独法は経営形態のあり方の１つの選択肢であっ

て、我々は制度的に一般独法がよりすぐれていると理解をしております。 
 
渡辺（英）委員   静岡の病院で驚いたことには、今、部長が言われたような２つの考え方という

のは持ってないんですね。経営の効率化は必要であるが、それを第１位に考えて

いけば自治体病院としての使命が全うできない。それでは民間病院と同じスタン

スになってしまう。公立病院は税金を投入するのだから、当然、政策医療、高度

医療、あるいは不採算部門をしっかりと行う。静岡も８０億円の累積赤字がある

けれども、それは当たり前なんだというのが静岡県の考え方なんですね。県立病

院は県民の命を守る最終的なとりでですから、経営改善ということも当然大事だ

けれども、よりいい医療を提供するために一般独法を選んだと知事が言っていま
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すが、そこが大事であって、それがはっきりしないから県民は迷っていると思う

んです。 
  赤字を何とか解消したいという経営の改善だけが、今、表に出ていますから、

それでは今のような県立病院の体制がなくなってしまうのではないか、高度医療、

あるいは政策医療といったものの担保がなくなってしまうのではないか、という

不安が広がっていると思うわけです。そうした不安をしっかり取り除いていかな

ければならない。今、医療現場がどういう状況にあるかを把握して、柔軟に対応

していかなければならない状況ですけれども、最近のことですけれども、富士吉

田市の市立病院でリニアックを導入して、拠点病院としてスタートすることに

なっていました。 
  ところが、病院長が事情で退職されて、新しい院長が来て、まず第一声が「こ

の機械はもう古くて、この機械を入れても若い医者や、研修医はこの病院には来

ません」ということでした。最新の医療機器だと思っていたのが、もう既に古く

なってしまった。医療の世界というのは、まさに日進月歩と言われておりますけ

れども、もう日進月歩どころでなくて日々前進、日々向上という感があるわけで

す。そうした状況にどの制度が一番対応できるのかが今一番大事なことだと思う

んですけれども、それが独法であるとお考えですか。 
 
小沼福祉保健部長   制度的には一般独法が一番すぐれていると理解しております。 
 
渡辺（英）委員   まだ全適の現地調査をしておりませんから、全適の良い点をすべて理解してい

るわけではありませんけれども、静岡県立総合病院の調査をした限りにおいては、

今想定される制度の中では私は一般独法がいいのかなと考えます。ぜひそこで考

えていただきたいのは、経営の効率化にどうしてもウエートを置いているわけで

すけれども、そうではなくて、県立病院の使命である県民の命を守るというとこ

ろに基本的なスタンスを置いて、そこから考えをめぐらしていただきたい。そう

でなければ、県立病院の使命というものはなくなっていく。そこが一般病院と県

立病院のはっきりとした差ですから、そこをちゃんとしていただきたいなと思う

んですがいかがですか。 
 
小沼福祉保健部長   渡辺委員の言うとおり、県民の医療を守る、高度医療を提供する、救急医療を

提供する、不採算部門を提供する、これらが県立病院の使命だと思っております。

ただ、その使命を守っていくためにも経営の健全化は必要で、やはり高度な医療

機器を買うにもお金がかかるわけですし、いい医者を雇い入れるのにもお金がか

かるわけで、基本的には経営が安定することがベースにあろうかと思います。 
 
渡辺（英）委員   非常に優等生的な答えで、目指すものは当然それでいいかと思うんですが、静

岡県で伺った中で印象に残った言葉は、医師の確保ができなければ病院はつぶれ

るということです。私も県立病院には親しい医師がいますので、現状はどうなん

ですかと聞いたら、個人的ですが率直な意見が返ってきました。今、非常勤で週

５日ぐらい通っている医師を、正規の医師として雇用できないことに非常につら

さを感じているから、正規雇用できる独法がいいのかなと言っていましたけれど

も、独法ということになれば、職員の身分はどうなるのかな、という心配までも

していました。今の制度ではどうも対応できないのかなと思います。日々前進す

る医療業界にあっては病院のあり方を検討するのは当然であって、なぜ今という

ことではなくて、常に検討して体制を変えていかないとならない、それが時代の

要請だと思うんです。しかし、現実に医師を確保するためには、今の状況の中で

何とかしていかないとならない。これは制度がどうではなくて、今実際になんと
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かしていただきたいという、医師の切実な思いもあるのでお願いしたいんですが、

それに対してはどうですか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   今、勤務時間が週３５時間以上の非常勤として何名かの医師が勤め

ております。医師１名で１億から約１億５、６千万円くらいは稼ぐと言われてい

て、病院を経営する立場に立てば、当然、医師の確保を最重要課題と認識してい

ることは間違いございません。先生の御指摘のように、そういう医師がいるのに

なぜ雇用できないかといえば、定数管理がある現状では、これ以上正規の医師が

雇えないということです。 
  定員の空きが若干ありますが、それにつきましては、足りない診療科の専門医

が見つからないという状況で、他の診療科の医師を入れてしまうと本来の診療科

の医師が見つかったときに、雇用できないという状態になりますので、現時点で

は非常勤という格好で雇用しておりますが、病院とすれば経営上にしても、県民

が医療を受けることにおいても、医師の確保は最重要課題だと思っております。 
   
渡辺（英）委員   いずれにしてもそういう医師を他の病院へとられてしまわないような対応を

ぜひしていただいて、確保に向けて全力を傾けてもらいたいと思います。 
  病気にかかったときに患者が何を考えるかというと、自分の命を救ってくれる

医師はどこにいるのか、あるいは、治してくれる病院はどこかを真剣に考えるわ

けです。私の知り合いが、がんになったら静岡県のがんセンターに行くというの

は、やはりそれなりの施設があるからです。それを裏づけるような静岡県の杉山

局長の言葉がありました。国の政策がどうあろうとも、命が危ない、病気を治し

たい、そういう人がそこにいる限り、どんな手当てをしていても救ってあげるの

が医療業務の使命ですという話をしてくれました。参考人で来ていただいた山梨

大学の先生からも、公務員であろうとなかろうと、人の命を救うということに関

しては全力を傾けていきたいという、大変うれしい、そしてまた県民にとってみ

れば頼りがいのあるコメントもいただいた経緯もございます。 
  こうした医療に携わる現場の皆さん方の尊い気持ちを、県民にしっかりと伝え

ていってもらい、静岡県もそうでしたけれども、病院形態を見直すに当たっては、

どういう形態になるにしても、県民や現場の理解をいただくよう、しっかり取り

組んでいただきたいということで、最後にその辺の決意、思いをぜひ聞かせてい

ただきたい。 
 
古賀総務部長   まさしくおっしゃるとおりです。県民にきちんと良質な医療を提供して、県民

の安心の拠点になることが一番大事なことだと思いますので、今回の経営形態の

問題についても、そういう観点からきちんと考えて最後の結論を導いていけるよ

うに、我々も多角的にしっかり検討して、努力をしていきたいと思っております。 
 
棚本委員   私は命に勝る行政課題はないと認識しておりますが、静岡県では、収支も大事

であるけれども、やはり県民の医療をどう守るかを、政策医療も含めてしっかり

考えますとおっしゃっていました。静岡の話を聞いてもらうのもうれしいけれど、

山梨の医療はしっかりと行政と県議会が責任を持って、県民の医療をどう守るの

かを考えていただきたい、それが皆さんの役目でしょう、出向くのも結構だけど、

私たちは静岡県の考え方があるから、皆さんは山梨独自の考え方をしっかり持っ

てくださいと、そう言われたような気がします。静岡県では一般独法化しても繰

出金を削るわけではなく同額のままで、一生懸命経営努力して出た余剰部分は、

よりよい医療をするために病院の運営に充てますということでした。 
  山梨県の場合、繰出金の問題については、仮に一般独法になって懸命に経営改
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善した上で収支も改善できて繰出金が少し浮いた場合、静岡県の考え方と比べて、

現在どんな考えをお持ちかお示し願いたいと思います。 
 
古賀総務部長   まさしく財政論で考えていくべき問題ではないと思っております。基本的には

病院に限らず、それぞれの部局が努力をして効率化していった部分はその部局の

施策の一層の展開のために、有効に使ってもらうことが、限られた財政資源の効

率的な分配という観点から必要だと思います。したがいまして、繰り出しの考え

方についても、現在は地財単価という、言ってみれば全国平均という基準で繰り

出しをしておりますけれども、一定の枠の中できちんと責任を持って、それを最

大限有効に使っていただくということについて、財政の立場からも十分留意をし

て、確保していかなければならないと思っています。 
 
棚本委員   財政論議も必要ですが、それよりも今のような認識、あるいは医療に対する考

え、そして、山梨県の県民医療は山梨独自の考えで守るんだと意識で先に進んで、

一般独法にしろ何にしろ、一番ふさわしい経営形態という結論になれば、必ず県

民もしっかりと支えてくれると思います。さまざまな機会をとらえて、県民の医

療を命がけで守りますという前向きな姿勢を示していただければ、必ずどういう

結果になっても県民の理解は得られると考えております。 
 
岡 委員   教育厚生委員会の県外調査で行った宮城県のこども病院も山形県の病院機構

も、そしてこの間の静岡県立総合病院もそうですけれども、いろいろな問題があ

りながらもやはり一般独法で、やっていかなければならないという考え方で進ま

れたと感じるわけです。言い過ぎかもしれませんが、見切り発車という感じを私

は受けまして、本県においてはそのようなことはないだろうと思いますが、どう

でしょうか。 
 
小沼福祉保健部長   こうした特別委員会等々の中での議論を踏まえて、判断をしていくということ

になります。 
 
岡 委員   今までの知事の答弁、あるいは、執行部の答弁をお聞きしますと、平成２１年

度末には一般独法化していきたいという考え方が、かなり鮮明に出されていると

感じます。それまでの間に、県民の理解、議会の理解、職員の理解も完全に得ら

れないままではないかと思うのです。県民には、民間になってしまって大丈夫だ

ろうかという不安が非常に強い。それを払拭するためにどれだけの議論がなされ

れば県民の理解を求めることができるのかという点について私は心配をしてい

るわけであります。そこで、今後のスケジュールについてお聞きしたいと思いま

す。これから県民や県職員の意見を聴取すると思うわけでありますけれども、た

だパブリックコメントにかければいいというだけでなくて、具体的にどのような

形で進むかも含めてお聞きをしておきたいと思います。 
 
篠原県立病院経営企画室長   全体のスケジュールということですが、議会の御議論も踏まえ、そ

れから、県民の意見も聞く中で方向性を示していきたいと知事が言っております。

県民に説明する機会を得たり、いろいろな広報を通じて理解を深めていただく中

で、最終的な方向性につきましては、知事が明言すると思いますが、それ以降に

つきましては、現時点ではお話ができません。 
 
岡 委員   先ほど安本委員の質問の答弁の中で、全国の全適の病院について、完全な形で

調査も精査もしてないということでしたね。今回、全適病院について１ヶ所視察
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ができるわけですけれども、しっかりした調査をされ、そして私たちに提示をし

ていただいて、こういう点で一般独法は全適とは違うという執行部の考え方を含

めて、全適の病院の実態を調査していただきたいと思うんですが、その辺につい

て考え方を伺います。 
 
篠原県立病院経営企画室長   全適の病院の実態につきましては調査や精査をする予定はありま

せん。経営形態検討委員会の中で、県民に高度な医療サービスを提供し、本県の

医療提供体制で重要な役割を担うためには、一般独立行政法人が望ましいという

報告をいただいております。次年度以降全部適用に移行するところがあるとは聞

いておりませんが、今までの検証はある程度はするつもりでございますが、基本

的に全病院を精査して、積み上げる作業をすることは全く考えておりません。 
 
岡 委員   なぜ全適について調査をしないのですか。今回行った３病院は、全て一般独立

行政法人だったので、一方だけでは調査をしたことにはならないということで、

今度、全適の病院を１つお願いしました。先日の山梨大学からの参考人は、基本

的に病院長なり、管理者がやる気があれば、その病院は変わると言われました。 
  もう一人の参考人である職員組合の委員長は、徳島県や鹿児島県の病院につい

ては、全部適用で黒字転換してきている、経営が非常に好転しているという資料

を出していただきました。それはなぜかといえば、その責任者たちがやる気が

あって一生懸命議論をし、どうしたら県民の医療、県民の命を守ることができる

のか、その上でどうしたら経営が改善されるのかということを、真剣に検討した

ために黒字化したという話を伺ったわけであります。そうであれば、私は一般独

立行政法人だけではなくて、全適についてもやはりしっかり調査をする必要があ

ると思うんですが、その辺どうでしょうか。 
 
小沼福祉保健部長   以前の委員会で、全適を含めた４００床以上の都道府県立病院の経営形態をお

示しさせていただいております。私どもが把握できるのは、総務省の出している

『公営企業年鑑』の中の、病院の部の中での経営状況で、これ以上の調査をと申

しますと、時間的にかなり制約のある中では厳しいと思っております。 
 
岡 委員   平成２１年度末までには一般独法化したいという考え方が強ければ時間的制

約があるんですね。しかし、多くの委員が、そんなに急ぐことはないと言ってい

ます。時間をかけて、一般独立行政法人化、あるいは全適にするということをしっ

かり議論をし、そして理解をした上で、経営形態を変えていく必要があろうと思

いますが、その時間的制約というのはどういうことですか。 
 
小沼福祉保健部長   今は客観的数値でしか判断ができませんので、先生がおっしゃる全適の効果と

いうところまで突き進めた調査をするということは物理的にも不可能ですし、い

つまでも議論するわけにはいきませんでしょうから、時間的にも限界があると思

います。何をもって個々のこういうところがよくなったかという分析まですると

いうのは、現人員体制では無理だと思います。 
 
岡 委員   何回も言いますが、私はやはり総務省のガイドラインがあったから初めて、平

成１７年から積極的な改革議論がなされたと思うわけです。先日行った静岡県で

も、平成１３年にがんセンターをつくったときには、県立病院医療検討会から全

適がいいという提言をもらって全適にしたわけですね。ところが、総合病院は平

成１７年から一般独法化が議論されています。総務省からガイドラインが出てい

るから当然ですけれども、本県においてもやはり同じ形で、平成２１年度末まで
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に見直しという言い方がされていると感じているわけです。 
  新病院を建設する過程の中のシミュレーションでは、平成１９年度末には１５

２億円の赤字になるところが、実際は１３６億円の赤字ですから、その点ではそ

れ程問題ないと言えるわけです。経営を変えていくことについては、やはり考え

ないといけないと思っています。先ほど言いました徳島県や鹿児島県の病院は全

適でも経営が良くなってきているんですね。だから、やはりもっと他県の実態も

しっかり調査をする必要があると私は言っているんですが、その辺はどうお考え

でしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   経営形態の移行につきましては、昨年度開かれました検討委員会に

おきましても、今後の県民の医療ニーズを踏まえた政策医療の確実な実施を、県

立病院としてどのように着実に担っていくのかというのが主眼です。制度として

の比較検討については、この委員会の冒頭で十分説明をしたつもりでおります。

それが理解できないということであれば、私たちの説明不足だと思っております。 
 
岡 委員   比較検討については十分承知をさせていただきました。問題はその病院でやる

気がある指導者がいるかどうかで、山梨大学医学部の副院長や、調査でおとずれ

た他県の病院からも、そう聞いているわけです。静岡の病院では、お金の問題で

はなく、県民の医療をどう守るのか、どうしていくのかだと言っています。どこ

に視点を置くのかというところから、考えていかなければいけない。本県におけ

るこの経営形態の見直しは、１３６億円の赤字から始まっているわけで、そこに

私は問題があるのではないかと感じています。 
  ですから、今、室長がおっしゃられた比較検討なんていうことは、十分承知を

させていただいています。私もわからなくて聞いているわけではない。何回も言

いますように、徳島県にしろ、鹿児島県にしろ、全適でも黒字になります、大丈

夫ですよと言っているわけです。そうであれば、一般独立行政法人でなければな

らないということはないと、私はあえて申し上げて終わります。 
 

（ 休 憩 ） 
 
小越委員   先日、静岡の視察に私も行きました。その中で先ほど渡辺委員からもありまし

たけれども、病院局長のお話が印象的でした。独法だ、全適だと、経営形態の論

議をするのは本末転倒だと。７月の第２回の経済財政会議の中でも、委員の中か

ら独法ありきの論議でいいのかという意見が出ました。地域における三次医療圏

としての県立病院のありようというのは、そう自由度が高いわけではないという

ことだと思うんですね。そういう意味では、初めに地方独立行政法人ありきとい

う発想はいかがなものかと思います。経済財政会議でも指摘をされています。今、

必要なのは経営形態の変更ではなく、県立病院が県民にとってなくてはならない

という役割を果たすためにはどうしたらいいのかを考えることであって、それは

現行の直営でこそ使命が果たせると私は思っております。独法や全適では県民が

望んでいる医療がないがしろにされてしまう。私は現行の直営方式での経営改善

こそ、目指すべきだと思っております。 
  そこでまず質問いたします。現在、県立病院は公営企業法の一部適用ですけれ

ども、なぜ一部適用なのでしょうか。 
 
小沼福祉保健部長   地方公営企業法で幾つか事業がございますが、病院は原則が一部適用でござい

ます。 
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小越委員   なぜ病院だけ一部適用を採用しているんでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   原則一部適用ですから、全部適用にしようという議論が、なされて

いないためだと思っております。 
 
小越委員   総務部長はおわかりだとは思いますけれども、一部適用は病院事業しかありま

せんよね。ほかの公営事業は全適とされております。一部適用というのは財務規

定だけを適用しているので、独立採算とか、もうかるとか、そういうことではな

い。基本的には一部適用は一般会計と同じ考え方だと私は思っています。一部適

用を認めているのは病院事業だからなのです。 
  私は全部適用も独立行政法人も基本的には同じだと思っております。公立病院

改革のガイドラインでは全部適用に関して、「民間的経営手法の導入という所期

の目的・効果が達成されない場合には、独立行政法人化などさらなる経営形態の

見直しに向け、直ちに取り組むことが適当である」と書いてあるんです。という

ことは、全適は独立行政法人化の第一歩です。現に神奈川県は全適にして黒字で

す。だけど、黒字なのに独法にしようとしているんです。全適にするということ

は独法への道を開くことであり、どちらの経営形態でも公立病院の使命は果たせ

ず、現行の直営での改善しかないと思っております。 
  ９月７日付けの読売新聞に中央病院の臨床検査技師の方の話が載っています。

そこには「確かに以前の私たちにむだを減らす意識はなかった。だが、今は各セ

クションが経費削減に取り組んでおり」と書いてあります。これはどういうこと

ですか。今まで職員に対して経費削減についてどのような指示をしてきたんです

か。 
 
篠原県立病院経営企画室長   ステップアップ計画につきましては、各セクションにそれなりに浸

透していると認識をしております。 
 
小越委員   県立病院の職員はむだなことをやっているとか、公務員だからやる気がないと

かではなくて、そういうことを言ってこなかった本庁に責任があると思います。

なぜ、今まで、経営状態がどうなっているのか、どうしたらいいかということを

明らかにして、皆さんと力を合わせてこなかったのか。そして今になってむだ遣

いをしていると言われたら職員はたまったものではないと思います。 
  そしてもう一つ、行政改革大綱で、県立病院の経営改善で「診療科別経営分析

等の活用によるコスト管理型経営の確立」ということに、ことしから取り組むこ

とになっております。「診療科患者別分析に係るシステムを今年度中に構築する」

というのは、今どうなっていますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   そのシステムにつきましては、平成１８年度から導入の検討を始め

まして、今年の１月から試行的な運用をしております。４月１日から本格的稼動

しておりますが、最終の工事年度が今年度末でございますので、現在、最終的な

システムとして仕上げを行っております。 
 
小越委員   その結果を分析せずに、なぜ次の段階である経営形態の見直しの話に進むので

しょうか。先ほど早過ぎる、早くないという話がありましたが、読売新聞の記事

によりますと、「検討委員会では設置からわずか半年で、報告書を提出。」とあり、

今井座長によりますと、「知事の危機意識が強く、他県にない早さで議論を進め

た」とのことです。なぜそんなに急ぐのか、疑問に思っております。 
  独立行政法人の問題について、幾つか質問したいと思います。独立行政法人に
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なるということは、地方独立行政法人法にのっとった病院経営になるということ

です。先ほど県が頑張ればいい、県はやりますよと言いましたけれども、県があ

あしたい、こうしたいと言っても、この法律に縛られるんです。この法律のもと

に地方独立行政法人は病院経営しなければならない。この法律がありますから今

とは全然違うんです。 
  この法律の成立過程で総務省は「民営化、委託の実行が求められている。しか

し直ちに民営化が困難なものを独法で実施する」と言っています。参議院の審議

で政府は「民営化、民間委託ができればいいが、民間で引き受け手がなく、それ

が困難な場合、独法を効率的・効果的手法として導入していただきたい」として

います。つまり法律の目的は民営化なんです。この法律の成立過程の論議を見れ

ばそういうことです。この法律にのっとる限り、民営化を目指すことと本質的に

は変わらないんですよ。そこを間違えてしまうと、後で取り返しがつかなくなる

と思います。 
  独立行政法人になって一時的には給料は変わらない、現行どおりで行くと言っ

ておりますけれども、甲府の国立病院もそうですけれども、国立病院は現在は公

務員型の独法ですが、今後、非公務員型に移そうと話を進めています。公務員型

の現在、すでに国からの繰入金が激減しています。政策医療の分は国全体でわず

か何億しかないと言っています。この非公務員型か公務員型かというのは総務省

が許認可権を持っていますから、県が決められなくて、総務省の意のままになっ

てしまいます。総務省の答弁からすれば、民営化という目的がありますから、県

が幾ら頑張って、お金を出したい、もっと政策医療をやりたいといっても、この

法律に縛られてしまう限り、県が再三確保するといっている政策医療、不採算医

療が縮小していく、給料が下がっていくという道をたどるしかないと思います。

私はそもそも地方独立行政法人化することが間違いだと思っています。でも、独

立行政法人化するのであれば、この法律にのっとってやるしかないですから、そ

こをしっかり論議しないと大きく見誤ると思っています。 
  そこでお聞きします。独立行政法人法第８５条に事業経費のうち設立団体、つ

まり県が負担するものを２点定めています。まず１点目、「その性質上、当該公

営企業型地方独立行政法人の事業の経営に伴う収入をもって、充てることが適当

でない経費を出資すること」、これは具体的にどんなことを指して、幾らぐらい

なんでしょうか。 
 
小沼福祉保健部長   独法は民営化が前提だというお話ですが、法律をよく読んでいただくと、民間

にゆだねると確実な実施が困難な医療を行うということですので、民営化を前提

とした話ではございませんので、そこだけはしっかり御理解いただきたいと思い

ます。 
 
篠原県立病院経営企画室長   ８５条の１項でございますが、「事業の経営に伴う収入をもって充

てることが適当でない経費」というのは、これは今までにも御説明いたしました

が、政策医療や、不採算医療といった、県が行うべき医療の経費と考えておりま

す。 
 
小越委員   もう１点の、「当該公営企業型地方独立行政法人の性質上能率的な経営を行っ

ても、なおその事業の経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難で

あると認められる経費」、これは具体的にどんなことですか。 
 
小沼福祉保健部長   公営企業法と同じなので比較していただけば、御理解いただけると思いますけ

れども、公営企業法には、経費の負担の原則として第１７条の２に「次に掲げる
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地方公営企業の経費で政令で定めるものは地方公共団体の一般会計又は他の特

別会計において出資、長期の貸付け、負担金の支出その他の方法により負担する

ものとする。 １ その性質上当該地方公営企業の経営の伴う収入をもって充て

ることが適当でない経費」とあります。これが独法になりますと「１ その性質

上当該公営企業型地方独立行政法人の事業の経営に伴う収入をもって充てるこ

とが適当でない経費」となり、同じでございます。これはどのような経費かとい

うと中央病院で受け入れております看護大学の研修とか、育成福祉センターの子

どもたちの精神判定や個々に行った診療審査会といったものが１に当たる経費

でございます。 
  それから、「当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行っても、なおその経

営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費」、

これは公営企業法ですが、独法も「当該公営企業型地方独立行政法人の性質上能

率的経営を行っても、なおその事業の経営に伴う収入のみをもって充てることが

客観的に困難であると認められる経費」とあります。これはいわゆる高度医療と

か、救急、周産期といったいわゆる政策医療と言われる分です。このように公営

企業法と独法は同じ規定ぶりですので、今の公営企業法と同じように、中央病院

にはお金が入ると御理解いただければ良いかと思います。 
 
小越委員   政策医療、不採算医療をこれまでどおり県が負担するというのは、この８５条

に根拠があると思っています。ただし、これは国が決めた交付税の単価分です。

この単価が下げられればそれしか出せない。先ほど総務部長は棚本委員の御質問

に対して、地財単価分は財政当局と話し合いをして、出していきたいとおっ

しゃっていましたけれども、そうであれば、その地財単価分も財政当局がカット

といえば、カットされるんですか。 
 
古賀総務部長   そこは予算措置のやり方として、必ずしも地財単価とイコールで出さないとい

けないということではないと思いますけれども、本県では一般会計と企業会計と

の役割分担を明確にするという観点から、地財単価を基本にして措置をするとい

う考え方をとっております。今後、経営形態の変更があったとしても、この基本

的な考え方を変えようということは今は考えておりません。もちろん政策判断の

余地としてあり得ますけれども、今はそういう考え方を基本的に変更する必要は

ないという前提で考えております。 
   
小越委員   ということは、今のところ交付税分は一応出す。しかし、交付税の地財単価が

下がっている。地方交付税を減らしたいというのが総務省の意向ですから、その

分減らされてきますよね。でも、地財単価分が全部繰り出されても、現在は赤字

です。この赤字補てんのための一般会計からの繰り出しというのは、できるんで

しょうか。 
 
古賀総務部長   これは考え方としてはできると思いますが、地財単価というのは結局何をもと

に決められるかというと、全国平均を基に決められていくものですから、全国的

に財政が厳しい状況が結果的には地財単価に反映をしていて、それが年々下がっ

ているというのは、これは結局実績が下がってきているということだと思います。

県で病院に対して繰り出しをする場合に、一般会計との役割分担という観点から、

やはり全国平均並みの繰り出しを前提として経営をしてもらうことは必要だろ

うと思います。 
 
小越委員   それで、例えば今後も赤字が続くとなると、その赤字を収支均衡させるために、
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一般会計からの繰り出しというのはできるんでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   法人として赤字補てんを受け入れるということは、経営上、正しく

ないというのが基本原則だと思っております。 
 
小越委員   そうです。今も基本的には赤字補てんのために、一般会計から繰り出している

わけではないですよね。８５条の中で「県の負担金を除き原則として経費は独立

行政法人の経営に伴う収入をもって充てなければならない」と明記されています。

前回の委員会で私が８５条と言ったのを室長は８２条と取り違えて答弁されま

したけれども、交付金の基準は下げられている。しかし、補てんしたくても県は

補てんできない縛りに原則上はなっているんです。だから、独法というのは独立

採算なんです。決められた交付金の分だけは県からお金が出るけれど、それ以上

は出ないし、法律上原則やってはいけないと書いてあります。だから、独立採算

なんです。 
  地方独立行政法人法第８１条に「常に経済性を発揮するよう努めなければなら

ない」と書いてあります。県はお金を出すから不採算医療も行うし、県民医療を

守っていくと言いますけれども、しっかり稼いで独立採算で企業努力をしなさい

とここに書かれているんです。今でも１３６億円累積赤字があります。単年度の

収支も１５億円とか１６億円の赤字です。独法にして黒字になるという保証は私

はないと思っています。赤字の穴埋めを県ができない、しかし、赤字が膨らむと

どうなりますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   まず先に「原則として」の訂正をさせてもらいます。８５条の２に

確かに「負担するものを除き原則として」とございますが、地方公営企業法の１

７条の２には「原則として」という記述はございません。この「原則として」と

いう文言を除きますと、地方公営企業法と全く同じで、「その性質上当該地方公

営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費」と、「当該地方

公営企業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもっ

て充てることが客観的に困難であると認められる経費」以外について、地方公営

企業法では経営に伴う収入をもって充てなければならない。それが地方独立行政

法人法ではその前に「原則として」という文言が入っています。 
  これは物の本によりますと、まず地方公営企業法の１７条の３という条項がご

ざいまして、そこには「地方公共団体は、災害の復旧その他の特別の理由により

必要がある場合には、一般会計又は他の特別会計から地方公営企業の特別会計に

補助をすることができる」とあります。地方独立行政法人法にはその条文がござ

いません。これは災害などで地方独立行政法人の施設または設備が災害に遭った

場合に、その復旧事業に要する経費について、設立団体が補助をすることができ

るとするため、ここに「原則として」と入っています。この原則自体が全く違う

ものだと理解しております。これは逐条解説でもそう書かれております。 
  ですから、地方公営企業法の１７条の２の繰り出しと、地方独立行政法人法の

財源措置財政措置の特例につきましては、繰り出す額は基本的に全く同じで、た

だし、地方公営企業法にある災害等におけるところにおいて、補助金が出せると

いう条項がございませんので、「原則として」とあると理解していただければと

思います。また、赤字が累積しますと、新たな期内の中期計画でその解消を目指

すこととなります。 
   
小越委員   先ほど１３６億円の累積赤字、そしてその赤字補てんはできないと言いました

よね。今もできません。今と同じということは、赤字補てんできないんです。原
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則としてはできないから。穴埋めを県ができない、赤字が膨らんでいく、中期計

画で５年たっても１０年たっても赤字のままだとしたら、病院はどうなりますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   ５年たっても１０年たってもといいますが、中期計画におきまして

は最長５年となっておりますが、もしそういう状態になれば、修正もあり得る話

ですから、当然、１０年後もそのままほっておくなんてことは全く考えておりま

せん。赤字が膨らんでいけば、その時点で修正をせざるを得ないと考えています。 
 
小越委員   修正できるかどうかとても疑問なんです。今も同じように一般会計から繰り出

しをしています。独法にも同じようにお金を出す。だけど、今の状態でも単年度

収支１５、６億円の赤字で、累積１３６億円の赤字です。それを５年で解消する

にはどうするのでしょうか。そしてこの第９２条には解散という項目があります。

今は赤字であっても県直営ですから解散ということはありません。存続していき

ます。ところが、独立行政法人で赤字が続けば、もしかすると、議決も必要です

けれども、理事会は病院を解散することもできるとこの独立行政法人法にありま

す。そうなる可能性は全くないと言えますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   運営していく段階で一般企業と全く同じで、もうどうにもならない

ということになれば、解散ということはあり得ると思います。 
 
小沼福祉保健部長   今の公営企業法でも、地方公共団体の一般会計、また特別会計において負担す

るものを除き、当該地方公営企業の経営の収入をもって充てないとならないと

あって、独立行政法人法とまったく書きぶりも同じです。仮のレアケースを取り

上げて、一事が万事のような表現をされても、正直申し上げて、仮定のことです

からお答えができません。 
 
小越委員   可能性が１００万分の１だとしても、病院がもしなくなったら県民はどうなり

ますか。それを私は心配しているんです。ここに解散という項目が書いてあるん

です。解散となるとその財産をもって債務の完済ができないときは、完済するた

めの費用は全額設立団体、つまり県が負担するとなっています。独立行政法人に

なると財務規定が変わりますよね。前回指摘しましたように必要な退職給与引当

金は、包括外部監査で５９億円と言われています。これも計上するわけです。平

成１９年度の決算でいくと、自己資本金１２８億円、借入資本金４３５億円、独

法に移ると資本合計は４億８ ,５００万円しかありません。ここに退職給与引当
金５９億円を計上すると債務超過になるかもしれない。独立行政法人にこのまま

で移行するとなると、独立行政法人には設立団体が資本金の２分の１以上を出資

するとあります。となると、県はかなりの資金を用意をしなければならないと思

うんですけれども、どのくらいを資本として用意しようと考えていますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   現実問題としましたら、資産、それから、負債につきまして精査し

てございませんので、幾らかということは今の時点では明確にお答えできません。 
 
小沼福祉保健部長   確かに解散という手続は定められておりますが、破産法の適用ではございませ

んので、県が全部借金を引き受けまして、新たにスタートをするということで、

病院がつぶれるということはありません。また、民間に売り払うという破産の手

続はなく、県がもう一度立て直すということで、最悪、レアケースでほとんどあ

り得ないんですが、仮に解散の場合でも、県が放り出すようなシステムにはなっ

ておりませんので、最終的には県が担保するという形でございます。 
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小越委員   まだ計算してないと言いますけど、県は独法にしようといっていますね。計算

すると１３６億円の累積赤字の分を資本で相殺していきますから、今のところ４

億５ ,０００万ぐらいしか資本がないんです。例えば債務超過だったらその分を
埋めて、そして新たに回転させる資金を資本金として乗せないとならない。何年

後かに県が出資をしなければならないときに、どのくらいになるのか計算してお

くべきだと思うんですけれども、いかがですか。 
 
小沼福祉保健部長   基本的に地方独立行政法人法で、地方独立行政法人に移行するときには、収支

均衡にすることになっていますので、赤字がある場合は県が補てんをします。た

だ、それは必ずしも現金ではなくて、建物、土地、すべてを出資できますのが、

今のところその資産価値や評価してございませんので、金額がはじき出せないと

いうことでございます。 
 
小越委員   独法にしよう、経営健全化をしようと言っておられるのに、どうしてそこを計

算しないのかわからないんです。最後になって１００億円出せ、１５０億円出せ

というときにどうしますか。そこはやはりしっかりと、幾ら出資しないとならな

いのか、経営状態はどうなるのかを考えておいてもらいたい。経営の健全化を目

標とするのであれば、何の指標をもって経営の健全化というんですか。 
 
小沼福祉保健部長   どのくらい出資するかは、仮に議会で独法がいいという判断をいただけば、不

動産鑑定士による正式な評価をしてはじき出せると思っています。経営健全化の

指標は病床利用率や、経常収支比率や、営業収支比率などをトータルしたものだ

と思っております。 
 
小越委員   その指標は例えば数字的には、どういうものでしょうか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   地方独立行政法人法に基づく会計基準による収支が、プラスになっ

ていることを指していると思います。 
 
小越委員   ということは、静岡でもそうでしたけれども、一般会計から繰り入れて経常収

支が１００ということが、一番の経営健全化の指標ということですか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   当然、収支が均衡ということであれば、まともだと思っております。 
 
小越委員   静岡県でもお聞きしたんですけれども、静岡県も２８億円ぐらい累積赤字が

あって、単年度も赤字で、経常収支を中期目標で５年以内に１００にすると言っ

ていました。この１００というのは収支とんとんですよね。企業債の元金、利息

分の３分の２あるいは２分の１は県から繰り入れられる、そのうち６０％は地方

交付税で、不採算、政策医療は国の単価分だけ繰り入れられる。そして医業収入

を合わせて、必要とする経費を引いて収支均衡をする、これは今やっていること

と同じです。今でも単年度で１５億円の赤字なのに、同じ条件でどうやってそれ

を収支均衡させるのか具体策を示してください。 
 
小沼福祉保健部長   基本的には中期計画の中で定めていくことになりますが、一般的にはコストを

下げていくことだと思います。収入が診療報酬で決められておりますので、コス

ト管理をしっかりして経費を節減をしていくことで経営の健全化を図っていく

ということになります。 
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小越委員   そのコストの削減というのは何億円ぐらいを想定しているんですか。 
 
小沼福祉保健部長   まだ独法化でという判断をいただいていませんので、そこまで細かい計算はし

てございません。 
 
小越委員   たしか山梨大学の先生もおっしゃっていましたが、経費の節減といっても、７

対１看護をとると医業収益はふえますが、人件費もふえるんですね。医業収益を

上げるためにいろいろな新しいことをすると、診療材料費、薬品費、人件費といっ

たコストがかかる。コスト削減といっても、１５億円も削減できないと思うんで

すよ。人件費だって限界があると思うんです。医者、看護師、コメディカルを極

端に減らすわけにはいかないし、人件費を半分に下げるわけにもいかない。山梨

大学の佐藤先生がおっしゃっていましたけれども、７対１看護もずっと未来永劫

この診療報酬が続くかわからない、よく変わりますから。 
  では１５億円、１６億円の赤字を収支均衡させるにするにはどうするかという

と、もうからない診療科目は廃止する、縮小する、ベッドを縮小するということ

になりかねません。ちがいますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   仮定として地方独立行政法人に移行するならば、基本的にはやはり

医師を確保し、その下に看護師、コメディカルといったチームをふやしていくこ

とによって医業収益が上がっていくと思います。医業収益というのがやはり病院

の収益の中で、一番大きいものですから、そこを増幅できる手法とすれば、現時

点では地方独立行政法人が望ましいという、検討委員会の報告書のとおりだと

思っております。 
 
小越委員   単年度収支をせめて収支均衡にするにはどうしたらいいか。今もいろいろやっ

ていると思うんですよ。でも、もうこれ以上やりようがなかったら、次にはベッ

ドを削減するとか、診療科目が減るとか、不採算医療をやめるとかいうことが出

てきませんか。新聞で検査技師の方がおっしゃっていますけれども、不採算・政

策医療とされているのは周産期とか、救急とか、国が決めた交付税単価のところ

だけです。でも、それ以外にもいわゆる本当の不採算医療というものを行っても

らっていると思うんです。国からの交付税が来る部分の政策医療、救急医療では

なくて、それ以外の本当に不採算の医療は、切り捨てていくことになりませんか。

やめることはないと断言できますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   独立行政法人になれば目標を掲げるわけで、その中でどういう診療

科を選択していくという話もあろうかと思いますが、医師・看護師が確保できな

い現状の経営形態では一番大きな収入源となる医業収益が確保できない。ですか

ら、ここで経営形態を変えるということだと思っております。 
 
小越委員   すごい赤字では困りますよ。しかし、県民にとってみれば不採算部門をやって

もらうなら、税金投入して当然だと思っていると思います。税金を入れているか

ら県病院だと、静岡県でも話がありましたけれども、黒字化だけが目標なら民間

病院と同じで、なぜ県立病院で税金を投入しているのかと言えば、不採算部門を

しっかりやってもらいたいからなんです。今一番不採算なのは何だと思いますか。

診療報酬が少ないから退院してもらいたいけれど、退院するところがない、行き

場がないという患者こそ病院側からすると一番不採算なんだと思います。 
  中央病院で診てもらいたいけれど先生がいないから民間病院に行かざるを得
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ない。中央病院は急性期しか診ないのはお金が来るからです。慢性期はお金が入

らない不採算だから、今でもどんどん切捨てていっているじゃありませんか。Ａ

ＬＳの患者が県立病院に入院できないのは、治療が必要ないからです。それが、

みんな民間病院に行って１年、２年入院している。どうしてそういう不採算医療

をきちんとやらないんですか。それも今やらずに今度はしっかりやるなんて、ど

こに保証がありますか。県民医療は税金を使ってもやってもらいたいんですよ。

今後、黒字にするためにはどんどん不採算部門を切り捨ててしまうのではありま

せんか。そこが心配なんです。 
  民間病院と県立病院が違うのは、県民の医療をしっかりと守ってくれるところ

なんです。それを保証するべきです。それが独立行政法人法という法律にのっ

とっていく限り県民医療、不採算部門は、それは１年や２年はやるかもしれませ

けれども、最終的にはどんどん切り捨てられてしまって、１ ,０００万分の１の
可能性かもしれませんけど、解散ということがあるかもしれない。わずかな可能

性でもあることを想定してはいけないと私は思っています。私は全適でも独法で

も、それは経営改善どころか、悪化であって、この法律にのっとる限り独立行政

法人化はだめだと思います。 
  よりよい医療とは何かということを質問したいと思いますが、独立行政法人の

成立に当たっては附帯決議が出されています。衆参両院で第１番目に、地方公共

団体が地方独立行政法人を設立するか否かはあくまでも自主的な判断だとあり

ます。ほかの県がやっているからではないのです。全適も独立行政法人と同じで

す。今の経営形態の中でなぜ職員と県民とで力を合わせて経営改善してこなかっ

たのか。まず現行の経営形態をしっかり守り、そして経営改善を職員、県民、医

務課、経営企画室、病院と管理局が一体になってやるべきだと思っております。 
 
金丸委員   県民医療の充実と経営の健全化・効率化についてですが、静岡県の病院では県

民医療の充実をするために自由度や柔軟性、迅速性を前提にして経営形態の見直

しをしていると聞いてきたわけです。 
  山梨の場合は病院の経営形態検討委員会の中で、前面に出ているのが累積赤字

が１３６億円とか、前年度の単年度の赤字が幾らとかいうことで、そこから経営

形態見直しという議論が進められています。この特別委員会においても最初から

貸借対照表や損益計算書が出されて、経営形態の議論がされて、赤字を減らして

いくための議論ということになったと思うんです。財政赤字を減らしていくとい

うことは当然必要でありますが、余りにも赤字解消に向けた考え方が強いという

ことから、県民は民営化されてしまうと大変心配している。 
  経営形態としては、まず県営の公立病院があって、次に全適があって、一般独

立行政法人があって、さらに指定管理者があって、一番最後には民間譲渡という

ことだと思う。今の状況からするとより民営化に近い流れで経営形態が議論され

ているんじゃないかと思うんです。この辺はどう説明をしていただけますか。 
 
小沼福祉保健部長   経営形態の見直しについては、６月の議会で知事が答弁していますように、経

営の健全化と医療提供機能の維持・充実というこの２つが目的でございまして、

今回の議論も中央病院の現状からスタートしましたので、現状の経営の話が確か

に先行されて、医療機能の維持・充実という部分が余り触れられなかったかなと

思っていますが、あくまでも経営形態見直しの目的は経営の健全化と、医療提供

の機能の維持・充実ということです。 
 
金丸委員   より民営化に近いということについてはどうですか。 
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小沼福祉保健部長   独立行政法人化は民間に任せると提供が困難な業務を、効率的にやろうという
趣旨ですので、民営化を前提としたものではございません。 

 
金丸委員   それはわかっています。先ほど５段階で話をさせてもらいましたが、より民営

に近い形と表現をしたのは、経営の健全化、経営の効率化、採算性重視というこ

とにもなっているからです。もちろん経営の健全化・効率化は大事なことだけれ

ども、経営の効率化を進めて黒字化することによって、医療の充実に予算が回せ

るという考え方は成り立つかもしれませんが、今、財政赤字の健全化というとこ

ろが余りにも前面に出てきてい過ぎると思います。静岡県では、経営問題なんて

いうことは議論の中ではほとんど出てきていない。医療の充実、県民の命を守る

のが県立病院の役割だということを非常に強調して経営形態の見直しをして、自

由度、迅速性、柔軟性を持った病院の経営をやっていこうと言っているわけで

あって、山梨県の場合は、現状で一般独法まで進めることはいかがかという思い

を持っているんです。 
  みなし公務員として処遇されるという話があったけれども、将来的にそういう

位置づけをはっきりするという約束みたいなことはできるのですか。 
 
芦沢総務部次長   刑法との適用の関係で公務員とみなすという規定が地方独立行政法人法の中

にございます。あとは、例えば共済組合の関係がございます。仮に中央病院の職

員が一般独法となってそのまま職員として引き継がれた場合につきましては、共

済組合法が全面的に適用されるという規定がございますので、公務員と同じ制度

が適用されることになります。 
 
金丸委員   そのほかにはないんですか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   例えば退職金につきましても、独立行政法人法の中でそのまま年数

も継承するとうたっております。今総務部次長が述べましたように、地方公務員

共済組合法の適用といった現状の公務員と同じような制度につきましては、その

まま継承されていきます。 
 
金丸委員   賃金の関係はどうなるのですか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   給与に関しましては、もし独立行政法人ということになれば、それ

は労使で交渉しまして決めるというのが基本原則ではございますが、その独立行

政法人の中で新たな給与体系を構築していくということになります。 
 
金丸委員   そうすると、みなし公務員ということではなくて、労使の間の協約で賃金制度

がつくられていくということですね。 
 
篠原県立病院経営企画室長   給与は理事長の裁量の中で当然プラスにもなればマイナスにもな

るということから、給与の設定は全く別の問題でございます。身分に関する部分

については継承されると理解していただきたいと思います。身分にかかわる地方

公務員共済組合法や、災害補償法の適用については、公務員と同じ条件で、法律

が適用されるということでございます。 
 
金丸委員   しつこいようですが、退職金の制度も同じですね。 
 
篠原県立病院経営企画室長   例えば県庁に今まで３０年勤めまして、地方独立行政法人へ移って
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５年で退職するということになりますと、退職するときには通算で３５年の年数

が通算されます。山梨県の給与表と、地方独立行政法人の給与表が全く同じで

あって、それ以下の規定も全く同じようにつくってあれば、県職員と同じ退職金

が出るということでございます。 
 
金丸委員   経営の健全化で、効率化をして黒字化を求めていくとなると、どうしても賃金、

人件費を削減するという流れが強くなってくるのではないかということを心配

するんです。労使関係の中で締結されればいいけれども、赤字がある以上はとて

も県と同様のものを締結できる状況ではないということだと認識せざるを得な

い。そうすると労働条件が低下をするということに必然的につながっていくと思

われるのですけれども、その辺はどのように認識していますか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   地方独立行政法人は収支が均衡している状態で出発いたします。総

務省が認可する段階におきましても、その後の数年あるいは５年なりのシミュ

レーションをして当然黒字になるというものでなければ、最初から赤字になるも

のでは認可してくれるわけがございません。基本的に今まで独法化した中では給

与水準が、下がった実例はございません。ですが、職員に説明するにもいいこと

ばかりではなくて、経営が悪くなれば給与も下がる制度ということは、重々伝え

ております。 
 
金丸委員   １３６億円の累積赤字を抱えて出発するわけで、これをどこかに棚上げすると

いうなら話はわかる。赤字が出なければ賃金にも影響ないというけれど、例えば

静岡県の病院では山梨県に入ってないような機器がたくさん入っているのを見

させてもらいました。県民医療の充実という点では、そうした高度医療機器を導

入してもらいたいという意向も強くなってくる。独法化をして県民医療を充実し

ようという基本的な考え方があるとすればそういう要望も出てくるけれど、今の

経営状態からすると、なかなか難しさがあると思われるけれども、それについて

はどうですか。 
 
篠原県立病院経営企画室長   中央病院におきましても、静岡県の病院にもない医療機器があると

確信しております。現実問題として収支均衡してスタートさせるものですから、

基本的には今までの先例と同じように、給与形態につきましては間違いなく変わ

らないと認識しております。 
 
金丸委員   静岡県の場合も繰出金が縮減しているという流れがあるんです。山梨県の場合、

先々黒字化したときには、基本的な考え方として繰出金を縮減をするという考え

を持っているのかどうかお聞きします。 
 
篠原県立病院経営企画室長   先ほど総務部長から説明があったとおり、基本的に現状の繰り出し

と独法化した場合の補助金につきましては、全く同じ考え方としております。今

の繰り出しの基準もすべてが総務省の基準ばかりでなく、県の独自の考え方で繰

り出しているものもございますし、政策医療や不採算医療にかかわるものとして

県が繰り出しているわけですから、今後経営がよくなったから出さなくなる、縮

小していくということでなくて、病院収入で賄うことが適当でない、または困難

である経費ということで繰り出すものです。独法化した結果、病院の経営状態が

よくなったとしても、赤字補てんとは違うわけですから、赤字だから黒字だから

ということで、繰り出しの額の変更を考えることはございません。 
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金丸委員   最新の医療機器導入などを入れてもらうためには、繰出金も削減ではなくて、

将来的にはむしろふやしていくというぐらいの決意で進めていってもらいたい

と思うけれども、この辺はどうですか。 
 
古賀総務部長   今、病院ではまさに先ほど来話が出たように、退職手当の引当金のような積ま

ないといけないものも積めてない状況です。黒字になったら、繰り出しを減らす

のではないかというお話がありましたけれども、経営を改善して、積むべきもの

もしっかり積んでいってもらうという考え方がまず第１だと思いますし、基本的

に、全国平均並みの繰り出しは一般会計の役割分担としてきちんとしていこうと

いう考えを、今後変更するということは全く考えておりません。 
 
篠原県立病院経営企画室長   現状、新たな医療機器を購入する際にも、計画的に購入していくわ

けで、その借入金につきましては、償還金の２分の１、過去のものについては３

分の２が繰り入れられるということで、購入額がふえれば必然的にふえていくと

いうルールとなっております。 
 
金丸委員   私はできるだけ現行に近い形態が望ましいと考えているということを申し上

げ、あとはどういう結論になるにしろ、どういう方向になるにしろ、先々のこと

ですけれども、県民に理解を得るということは、県民と約束をするという点から

しても、非常に大事なことだと思われます。パンフレットなどを配ってという話

がありましたが、静岡県の場合は、タウンミーティングも１２回ほど行ったり、

また職員への説明も何度も行ったようですので、どういう見直しをするにしても、

いずれの方法にしろしっかりと進めてもらいたいと思いますが、どのように考え

ていますか。 
 
小沼福祉保健部長   今は経営形態の見直しをやっていますということで県民の理解を得て、その後

はそれぞれの許された段階で、積極的にＰＲし理解を得ていきたいと思っていま

す。 
 
その他  ・９月１９日に茨城県立中央病院に県外調査に行くことが決定され、審査日程も

別紙のとおり追加された。 
 
 

以  上 
 
 

県立病院あり方検討特別委員長 皆川 巖      


